
10

答　

夜
間
照
明
料
と
し
て
は
徴

収
し
て
い
な
い
。

問　

学
校
体
育
施
設
開
放
で
は

夜
間
照
明
料
を
徴
収
し
て
い
る

が
、
こ
の
差
に
つ
い
て
見
直
し

を
す
べ
き
で
は
。

答　

近
隣
市
町
村
の
状
況
等
を

把
握
し
、
検
討
し
て
い
き
た
い
。

●
消
防
費

Ａ
Ｅ
Ｄ
公
共
施
設
等
設
置
事
業

問　

市
内
の
公
共
施
設
へ
の
Ａ

Ｅ
Ｄ
の
設
置
状
況
は
。

答　

市
役
所
と
市
民
体
育
セ
ン

タ
ー
に
あ
る
貸
出
用
を
含
め
、

72
箇
所
の
公
共
施
設
に
77
台
の

Ａ
Ｅ
Ｄ
を
設
置
し
て
い
る
。

問　

使
用
実
績
は
あ
る
か
。

答　

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

に
設
置
し
た
Ａ
Ｅ
Ｄ
に
つ
い
て

は
使
用
実
績
が
あ
る
が
、
公
共

施
設
に
設
置
し
た
も
の
に
つ
い

て
は
、
使
用
実
績
は
な
い
。

問　

今
後
、
設
置
場
所
を
増
や

す
こ
と
を
検
討
し
て
い
る
か
。

答　

令
和
元
年
度
に
市
内
７
中

学
校
の
Ａ
Ｅ
Ｄ
に
つ
い
て
、
専

用
ボ
ッ
ク
ス
を
屋
外
に
設
置
し
、

移
設
し
た
。
今
後
の
方
向
性
と

し
て
、
数
を
増
や
す
こ
と
よ
り

も
、
使
い
や
す
い
環
境
づ
く
り

に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考

え
て
い
る
。

●
教
育
費

生
命
の
海
科
学
館
展
示
事
業

問　

企
画
展
や
特
別
展
の
内
容

や
成
果
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

平
成
30
年
度
は
「
南
極
大

陸
～
氷
の
下
の
宝
箱
～
」
な
ど

６
件
を
開
催
し
た
。
研
究
機
関

や
大
学
な
ど
の
協
力
に
よ
り
、

貴
重
な
標
本
や
資
料
を
展
示
さ

せ
て
い
た
だ
い
た
。
今
後
も
こ

れ
ら
の
研
究
機
関
と
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
大
切
に
し
、
企
画
展

や
常
設
展
の
充
実
に
つ
な
げ
て

い
き
た
い
。

問　

企
画
展
で
作
製
し
た
展
示

物
の
転
用
に
よ
る
常
設
展
示
の

充
実
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

平
成
30
年
度
は
、
29
年
度

に
開
催
し
た
イ
ン
カ
ク
ジ
ラ
展

の
展
示
物
を
手
直
し
し
、
常
設

展
示
と
し
た
。

　

ま
た
、
耳
石
の
レ
プ
リ
カ
や

企
画
展
の
開
催
時
に
様
々
な
研

究
機
関
か
ら
い
た
だ
い
た
最
新

の
研
究
デ
ー
タ
等
も
合
わ
せ
て

展
示
し
て
い
る
。

●
水
道
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
１

億
３
７
５
４
万
円
の
純
利
益
を

計
上
し
、
当
年
度
未
処
分
利
益

剰
余
金
は
１
億
３
９
１
２
万
円

で
す
。

●
病
院
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
８

５
９
０
万
円
の
純
損
失
を
計
上

し
、
当
年
度
未
処
理
欠
損
金
は

１
４
７
億
１
６
０
万
円
に
増
加

し
て
い
ま
す
。

●
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

会
計

　

年
間
の
売
上
額
は
９
１
９
億

６
０
８
５
万
円
で
、
前
年
度
比

10
・
４
％
の
増
、
本
場
入
場
人

員
は
６
・
０
％
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

三谷中学校に設置されたAED

生命の海科学館

● 最近3カ年のモーターボート競走事業会計からの繰出金
年度

会計名
一 般 会 計

土地区画整理事業
下 水 道 事 業
水 道 事 業
病 院 事 業
合　　　計

特別
会計

企業
会計

平成30年度

0
2億円
7億円
0

15億円
24億円

平成29年度

0
0

7億円
0

15億円
22億円

平成28年度

0
2億8千万円
6億7千万円

0
12億5千万円

22億円
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